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１．調査目的：春季労使交渉・協議の結果や、人事・労務に関するトップ・マネ
ジメントの意識・意見などを調査するため、1969年から毎年実施
している。
本調査結果は、主に「経営労働政策特別委員会報告」（経労委報
告）の重要な参考資料として活用している。

２．調査対象：経団連会員企業（計1,573社）の労務担当役員等

３．調査時期：2024年９～11月

４．集計状況：回答社数346社（回答率22.0％）
このうち集計可能社数は328社
＜内訳＞

産業別：製造業155社（47.3％）、非製造業173社（52.7％）
規模別：従業員500人以上271社（82.6％）、500人未満57社（17.4％）

５．留意点 ：円グラフ及び100％積上げ横棒グラフの場合など、小数点第二位を
四捨五入している関係で100％にならない場合がある。
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調査概要
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労働組合の有無

従業員の過半数で構成する

労働組合のみがある

63.4％

従業員の半数以下で構成する

労働組合のみがある

7.3％

従業員の過半数で構成する労働組合と

半数以下で構成する労働組合の

双方がある

2.4％

企業内労働組合はない

26.8％

n=328
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１．2024年春季労使交渉実施の有無

Ⅰ 労使交渉・協議等における議論と結果

行った

72.2％

行わなかったが、

春季以外に行った・行う予定

1.5％

行わなかった

26.3％

n=327



61.7%

93.2%

28.4%

17.6%

3.6%

20.7%

23.0%

22.1%

14.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期昇給の実施、賃金体系の維持

（制度昇給の確認を含む）

基本給のベースアップ

（一律配分のほか、重点配分などを含む）

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期雇用社員・パートタイム社員などの

賃金引上げ・処遇改善

定年後の継続雇用社員の

賃金引上げ・処遇改善

企業内最低賃金の締結・引上げ

その他

4

２．（１）月例賃金について

※「その他」の回答としては、「住宅補給金の増額」「国内短期出張時宿泊費の増額」などがあった

（ａ）2024年春季労使交渉における労働組合等の要求項目
（あてはまるものすべて）

n=222
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２．（１）月例賃金について

（ｂ）労働組合等の要求項目に対する回答状況

n=32

n=49

n=51

n=46

n=8

n=39

n=63

n=207

n=1375.4%

19.4%

40.0%

20.6%

12.5%

14.6%

6.4%

8.7%

10.0%

89.1%

50.2%

41.7%

35.3%

37.5%

58.5%

57.4%

65.2%

66.7%

5.4%

30.3%

18.3%

44.1%

50.0%

26.8%

36.2%

26.1%

23.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期昇給の実施、賃金体系の維持

（制度昇給の確認を含む）

基本給のベースアップ

（一律配分のほか、重点配分などを含む）

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期雇用社員・パートタイム社員などの

賃金引上げ・処遇改善

定年後の継続雇用社員の

賃金引上げ・処遇改善

企業内最低賃金の締結・引上げ

その他

要求を上回る 要求通り 要求を下回る n=222

※「その他」の回答としては、「住宅補給金の増額」「国内短期出張時宿泊費の増額」などがあった
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２．（１）月例賃金について

※「その他」の回答としては、「カフェテリアプラン（福利厚生）のポイント増額」などがあった

（ｃ）労働組合等の要求と関係なく、会社の施策として実施を決定した項目
（あてはまるものすべて）

72.9%

56.0%

64.3%

21.0%

2.4%

42.6%

34.7%

12.7%

16.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

定期昇給の実施、賃金体系の維持

（制度昇給の確認を含む）

基本給のベースアップ

（一律配分のほか、重点配分などを含む）

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期雇用社員・パートタイム社員などの

賃金引上げ・処遇改善

定年後の継続雇用社員の

賃金引上げ・処遇改善

企業内最低賃金の締結・引上げ

その他

n=291
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２．（２）2024年の賃金改定における妥結額

※月例賃金について、労働組合等の要求に対する回答または会社施策として実施を決定した項目で「定期昇給の実施、賃金体系の維持」
「基本給のベースアップ」と回答した企業が対象

※昇給とベースアップの区別のある企業を集計（単純平均）

n=209

率（％）妥結額（円）

2.147,130昇給分

3.1710,546ベースアップ分

5.3117,676合計



11.3%

56.7%

31.0%

9.1%

16.9%

6.6%

50.8%

3.1%

35.1%

0.0%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

経済・景気の動向

物価の動向

企業業績

生産性の向上

雇用の維持・安定

労使関係の安定

人材の確保・定着率の向上

昨年の妥結額・率

世間相場

（社会、業界、グループ関連企業等）

税・社会保険料負担の増大

その他

n=319

8

※「その他」の回答としては、「従業員のモチベーション向上」などがあった

２．（３）2024年の賃金改定にあたり、特に考慮した要素（２つ）
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２．（４）ベースアップの具体的な配分方法（あてはまるものすべて）

※月例賃金について、労働組合等の要求に対する回答または会社施策として実施を決定した項目で「基本給のベースアップ」と回答した
273社のうち、この項目に回答した266社を100として集計

※「その他」の回答としては、「初任給増加及びそれに伴う逆転防止のための増額改定」などがあった

51.1%

10.2%

34.6%

9.4%

2.3%

1.1%

17.3%

25.2%

7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

一律定額配分

一律定率配分

若年層（30歳程度まで）へ重点配分

中堅層（30～45歳程度）へ重点配分

子育て世代（20～45歳程度）へ重点配分

ベテラン層（45歳程度以上）へ重点配分

人事評価・成果などに応じた査定配分

職務・資格別の配分

その他

n=266



昨年度を上回る賃金引上げを実施

74.6％

昨年度と同水準の賃金引上げを実施

18.5％

昨年度を下回る賃金引上げを実施

または

賃金引上げは実施していない

6.9％

n=303
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２．（５）2024年度の月例賃金引上げ状況（昨年度比）

※月例賃金について、労働組合等の要求に対する回答または会社施策として実施を決定した項目で「定期昇給の実施、賃金体系の維持」
「基本給のベースアップ」と回答した310社のうち、この項目に回答した303社を100として集計



23.8%

25.3%

3.6%

19.9%

19.6%

4.3%

0.0%

3.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

物価への対応

人材の確保・定着率の向上

業績の向上・改善などによる利益配分

社員のモチベーション維持・向上

世間相場・競合他社の水準を考慮

初任給引上げに伴う賃金カーブの是正

複数年交渉により今年のベースアップ

実施が決定済み

その他

n=281
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２．（６）昨年度以上の月例賃金引上げを実施した理由（最もあてはまるもの）

※（５）で、「昨年度を上回る賃金引上げを実施」「昨年度と同水準の賃金引上げを実施」と回答した282社のうち、この項目に回答した281
社を100として集計



40.2%

34.7%

27.6%

53.6%

80.5%

15.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

2023年度

2019年度～2023年度にベースアップ

は実施していない

n=323

12

２．（７）ベースアップを実施した年度（あてはまるものすべて）
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２．（８）複数年にわたるベースアップの実施有無

議論し、合意・妥結している
0.3%

議論したが、合意・妥結

には至っていない
5.3%

議論していないが、2025年以降の

ベースアップを実施する方向で検討
17.3%

議論していない
73.9%

その他
3.1%

n=318

※「その他」の回答としては、「労働組合がないため、労使交渉をしていない」などがあった
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（ａ）昨年実績との比較 （ｂ）労働組合の要求との比較

※都度交渉で決定している場合は、夏季について回答
※春季労使交渉・協議を行わなかった企業は（ａ）のみ回答

３．（１）賞与・一時金の金額（組合員平均）

増額
51.9%ほぼ同額

34.0%

減額
14.2%

n=324

要求を上回る
4.8%

要求通り
28.3%

要求を下回る
21.2%

交渉による決定ではない

（業績連動方式など）
45.7%

n=293
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（ａ）業績連動方式を
取り入れているか

（ｂ）具体的な基準（取り入れている場合）
（あてはまるものすべて）

３．（２）賞与総額（原資）の決定方法について

n=324 n=185

取り入れている
57.4%

取り入れていない
42.6%

18.9%

5.9%

64.3%

27.6%

21.1%

0% 20% 40% 60% 80%

生産高、売上高を基準とする

付加価値を基準とする

営業利益を基準とする

経常利益を基準とする

その他

※（ａ）で「取り入れている」と回答した186社のうち、この項目に回答した
185社を100として集計

※「その他」の回答としては、「当期純利益」などがあった



導入している
57.2%

導入を検討している
2.8%

導入していない
40.0%
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４．有期雇用社員・パートタイム社員等の賃金引上げ、処遇改善

（１）昇給制度

（ａ）導入状況 （ｂ）2024年の改定状況（実施予定を含む）

n=320 n=184

引上げ
58.2%

据え置き

（2024年から制度導入を含む）
41.3%

引下げ
0.5%

※（ａ）で「導入している」「導入を検討している」と回答した192社のうち、
この項目に回答した184社を100として集計



導入している
72.8%

導入を検討している
0.9%

導入していない
26.3%

増額
31.3%

据え置き

（2024年から導入を含む）

66.1％

減額
2.6%

17

（ａ）導入状況

（２）賞与・一時金制度

（ｂ）2024年の改定状況（実施予定を含む）

４．有期雇用社員・パートタイム社員等の賃金引上げ、処遇改善

n=320 n=230

※（ａ）で「導入している」「導入を検討している」と回答した236社のうち、
この項目に回答した230社を100として集計



導入している
24.8%

導入を検討している
1.3%

導入していない
73.9%
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（３）退職金制度（退職慰労金含む）

（ａ）導入状況 （ｂ）2024年の改定状況（実施予定を含む）

４．有期雇用社員・パートタイム社員等の賃金引上げ、処遇改善

n=318 n=81

増額
1.2%

据え置き

（2024年から導入を含む）

98.8％

※（ａ）で「導入している」「導入を検討している」と回答した83社のうち、
この項目に回答した81社を100として集計

※「減額」の回答はなし
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※「その他」の回答としては、春季労使交渉では「管理職の能力向上施策の導入」「選択定年延長制度の柔軟化」 など、春季労使交渉以
外では「住宅制度・手当の見直し」「国内出張時における宿泊費の見直し」などがあった

５．（１）賃金以外で労働組合等と議論した項目（あてはまるものすべて）

80％ 60％ 40％ 20％ ０％ ０％ 20％ 40％ 60％ 80％
27.8%

21.0%
1.2%

6.2%
3.7%

9.9%
6.8%
5.6%

27.8%
35.2%

18.5%
9.9%

3.7%
13.6%

4.9%
26.5%

11.7%
21.0%

9.9%
16.7%

9.9%
6.2%

29.6%

65.2%
58.0%

10.5%
17.8%

10.9%
26.1%

15.6%
26.1%

44.2%
42.8%

29.7%
18.5%
17.8%
19.6%

16.3%
25.4%

34.8%
37.7%

21.4%
31.2%

43.1%
23.6%

17.0%

春季労使交渉 (n＝162) 春季労使交渉以外 (n＝276)

時間外労働の削減

年次有給休暇の取得促進

裁量労働制の導入・見直し

フレックスタイム制の導入・見直し

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワーク（在宅勤務制度やサテライトオフィスなど）の導入・拡充

副業・兼業制度の導入・拡充

オフィス環境の改善（フリーアドレス制、バリアフリー設備の導入など）

労働生産性の改善・向上策（業務遂行方法の見直しやデジタル化の推進など）

育児関連施策の導入・拡充

介護関連施策の導入・拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し（費用総額、福利厚生施設など）

定年の延長・廃止

定年後継続雇用社員の賃金引上げ・処遇改善

ＤＥＩの推進策（多様な人材の活躍支援）

人材育成施策の導入・拡充（自己啓発・能力開発の支援など）

社員のキャリア形成意識を醸成するための上司・専門家との相談体制

社員の希望するキャリアを実現するための人事制度（休職・異動など）

社員の健康保持・増進策（メンタルヘルス対策、健康づくりへの支援・助成など）

社内外のハラスメント対策の導入・拡充

その他



10.8%
4.7%

0.0%
1.4%

0.0%
2.7%

0.7%
0.7%

20.3%
12.2%

2.0%
1.4%

0.0%
3.4%

0.0%
8.1%

2.7%
3.4%

0.7%
3.4%

1.4%
0.7%

19.6%

18.1%
4.5%

1.5%
1.9%

0.4%
2.6%

0.4%
0.4%

12.5%
6.4%

1.1%
0.8%

3.0%
3.4%
3.8%
4.2%
4.2%

6.0%
1.1%

4.5%
4.2%

1.5%
13.6%

春季労使交渉 (n＝148) 春季労使交渉以外 (n＝265)
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５．（２）賃金以外で労働組合等と議論した項目のうち、最も重視したもの

※「その他」の回答としては、春季労使交渉では「通勤手当の見直し」「休暇制度の拡充」「単身赴任者への支援拡充」 など、春季労使
交渉以外では「海外勤務者の処遇の見直し」「ジョブ型人材マネジメントの導入」などがあった

30％ 15％ ０％ ０％ 15％ 30％
時間外労働の削減

年次有給休暇の取得促進

裁量労働制の導入・見直し

フレックスタイム制の導入・見直し

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワーク（在宅勤務制度やサテライトオフィスなど）の導入・拡充

副業・兼業制度の導入・拡充

オフィス環境の改善（フリーアドレス制、バリアフリー設備の導入など）

労働生産性の改善・向上策（業務遂行方法の見直しやデジタル化の推進など）

育児関連施策の導入・拡充

介護関連施策の導入・拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し（費用総額、福利厚生施設など）

定年の延長・廃止

定年後継続雇用社員の賃金引上げ・処遇改善

ＤＥＩの推進策（多様な人材の活躍支援）

人材育成施策の導入・拡充（自己啓発・能力開発の支援など）

社員のキャリア形成意識を醸成するための上司・専門家との相談体制

社員の希望するキャリアを実現するための人事制度（休職・異動など）

社員の健康保持・増進策（メンタルヘルス対策、健康づくりへの支援・助成など）

社内外のハラスメント対策の導入・拡充

その他
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５．（３）賃金以外で労働組合等と議論した項目のうち、今後重視したい項目
（３つまで）

29.1%

10.0%

2.4%

3.1%

0.3%

4.2%

2.4%

3.8%

48.1%

11.8%

10.0%

3.1%

5.5%

4.8%

13.1%

12.1%

20.8%

30.8%

9.7%

21.5%

16.6%

6.2%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

n=289

時間外労働の削減

年次有給休暇の取得促進

裁量労働制の導入・見直し

フレックスタイム制の導入・見直し

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワーク（在宅勤務制度やサテライトオフィスなど）の導入・拡充

副業・兼業制度の導入・拡充

オフィス環境の改善（フリーアドレス制、バリアフリー設備の導入など）

労働生産性の改善・向上策（業務遂行方法の見直しやデジタル化の推進など）

育児関連施策の導入・拡充

介護関連施策の導入・拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し（費用総額、福利厚生施設など）

定年の延長・廃止

定年後継続雇用社員の賃金引上げ・処遇改善

ＤＥＩの推進策（多様な人材の活躍支援）

人材育成施策の導入・拡充（自己啓発・能力開発の支援など）

社員のキャリア形成意識を醸成するための上司・専門家との相談体制

社員の希望するキャリアを実現するための人事制度（休職・異動など）

社員の健康保持・増進策（メンタルヘルス対策、健康づくりへの支援・助成など）

社内外のハラスメント対策の導入・拡充

その他

※「その他」の回答としては、「臨時賞与の支給」「人材不足の解消」「人事・賃金・退職金制度改定」 などがあった



Ⅱ 初任給

22

１．大卒初任給の水準について

20万円未満
0.6%

20万円～25万円未満
48.9%

25万円～30万円未満
43.0%

30万円～35万円未満
7.2%

40万円以上
0.3%

n=321

※大卒初任給がコースや職種等で複数ある場合は、対象者が最も多いものを回答。
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２．大卒初任給の改定頻度について

毎年
18.7%

２～３年ごと
1.9%

必要に応じて
76.0%

その他
3.4%

n=321

※「その他」の回答としては、「ベースアップ実施時」などがあった



19.9%

35.4%

85.5%

40.4%

7.4%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物価上昇への対応

既存社員のベースアップ

人材の確保

他社引上げに伴う影響

社員のエンゲージメント向上

その他

24

（１）引上げの有無 （２）引上げの要因（２つまで）

３．大卒初任給引上げの有無（過去３年間）

n=322 n=297

※（１）で「引上げあり」と回答した301社のうち、この項目に回答した297
社を100として集計

※「その他」の回答としては、「最低賃金上昇に伴う変更」などがあった

引上げあり
93.5%

引上げなし
6.5%
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４．各年度における大卒初任給引上げ額（過去３年間）

41.5%

11.2%

5.3%

33.3%

12.3%

5.6%

13.2%

34.1%

16.1%

8.1%

27.5%

45.3%

3.1%

11.2%

15.4%

0.8%

3.6%

12.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022年度

2023年度

2024年度

０円（引上げなし） 1～5,000円未満 5,000～10,000円未満

10,000～20,000円未満 20,000～30,000円未満 30,000円以上

258n=

276n=

285n=



既存社員を含めた

給与等人件費の

原資内で調整
34.0%

新たに初任給引上げの

原資を追加
63.6%

その他
2.4%

n=294

26

５．大卒初任給引上げにおける原資（過去３年間）

※「その他」の回答としては、「既存社員のベースアップ含めて原資を追加」などがあった



Ⅲ エンゲージメント

27

１．社員のエンゲージメントについて

（１）現状 （２）エンゲージメントが低い層
（あてはまるものすべて）

全体的に

高い状況にある
21.6%

高い層と低い層がある

（まだら）
58.8%

全体的に

低い状況にある
8.8%

わからない

（調査していない）
10.7%

n=328

7.5%

24.8%

14.0%

31.8%

45.3%

28.0%

23.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

シニア管理職

シニア非管理職

ミドル管理職

ミドル非管理職

中堅層

若手層

その他

n=214

※（１）で「高い層と低い層がある」「全体的に低い状況にある」と回答した
222社のうち、この項目に回答した214社を100として集計

※「高い層と低い層がある」場合、特に低い層について当てはまるものを回答
※「その他」の回答としては、「組織・部門により異なる」などがあった



実施している
74.4%

実施していないが、

実施を検討中
15.5%

実施しておらず、

実施する予定はない
10.1%

n=328

２．社員のエンゲージメントについて定期的な測定・公表の実施状況

28



実施している
84.4%

実施していないが、

実施を検討中
11.3%

実施しておらず、

実施する予定はない
4.3%

n=327

３．社員のエンゲージメント向上に向けた取組みの実施状況について

29
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（１）実施している施策（あてはまるものすべて）

４．具体的なエンゲージメント向上施策について

※３．で「実施している」と回答した276社のうち、この項目に回答した272社を100として集計
※「その他」の回答としては、「全社交流イベントの実施」などがあった

84.9%

54.0%

20.6%

75.7%

56.3%

66.9%

43.4%

64.3%

83.5%

65.1%

58.5%

24.3%

82.7%

84.2%

47.4%

74.3%

87.5%

83.5%

82.0%

17.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=272

企業理念・事業目的の浸透

組織文化の変革

OKRの導入

社員と経営トップ・役員との対話

職場単位の取組み（好事例等）の社内共有

１on１ミーティングの実施

360度評価・フィードバック

社内SNS・チャットツールの導入

社内報の活用

社内公募制・ＦＡ制度の実施

キャリア面談、コーチング・ティーチングの実施

キャリアコンサルタント等社外専門家への相談機会の提供

自己啓発支援（資格取得の費用補助等）

eラーニングの導入・充実

副業・兼業制度の導入・拡充

場所・時間に捉われない柔軟な働き方の推進

育児、介護、病気治療と仕事の両立支援

健康経営の推進

業務のデジタル化の推進

その他
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（２）効果（直近３年程度）

17.2%

11.6%

16.7%

19.5%

9.3%

12.2%

8.8%

16.6%

8.6%

12.5%

10.8%

13.6%

12.6%

11.6%
4.7%

20.0%

19.9%

10.8%

11.1%

29.4%

59.5%

65.1%

66.7%

59.5%

66.7%

71.3%

64.6%

53.8%

56.8%

57.4%

63.3%

43.9%

60.8%

56.7%

47.7%

60.5%

59.7%

60.5%

61.6%

58.8%

6.6%

6.8%
3.7%

3.0%

3.3%

2.8%

8.0%

5.9%

5.5%

6.8%
5.1%

3.0%

5.9%

11.2%

10.2%
1.5%

1.7%
5.4%

5.6%

0.9%

0.6%

0.6%

1.5%

0.9%

1.6%

1.0%

15.9%

16.4%

13.0%

18.0%

20.7%

13.3%

18.6%

23.7%

29.1%

23.3%

20.3%

37.9%

19.8%

20.5%

35.9%

17.0%

18.6%

23.3%

21.8%

18.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

明確な効果がみられる 一定の効果がみられる あまり効果がみられない 効果がみられない 効果の測定はしていない、わからない

企業理念・事業目的の浸透

組織文化の変革

OKRの導入

社員と経営トップ・役員との対話

職場単位の取組み（好事例等）の社内共有

１on１ミーティングの実施

360度評価・フィードバック

社内SNS・チャットツールの導入

社内報の活用

社内公募制・ＦＡ制度の実施

キャリア面談、コーチング・ティーチングの実施

キャリアコンサルタント等社外専門家への相談機会の提供

自己啓発支援（資格取得の費用補助等）

eラーニングの導入・充実

副業・兼業制度の導入・拡充

場所・時間に捉われない柔軟な働き方の推進

育児、介護、病気治療と仕事の両立支援

健康経営の推進

業務のデジタル化の推進

その他

227n=

146n=

54n=

200n=

150n=

181n=

113n=

169n=

220n=

176n=

158n=

66n=

222n=

224n=

128n=

200n=

236n=

223n=

216n=

34n=

４．具体的なエンゲージメント向上施策について
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１．高齢社員の教育・研修制度の有無と具体的な内容

Ⅳ 高齢社員の教育・研修制度

（１）実施状況 （２）具体的な内容（検討を含む）
（あてはまるものすべて）

実施している
51.2%

実施していないが、

実施を検討している
13.1%

実施しておらず、

実施の予定もない
35.7%

21.1%

22.0%

29.7%

12.0%

77.0%

36.8%

16.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

担当職務に関する専門的な知識等

職務変更となった社員への
当該職務に関する研修

デジタルスキル

マネジメントスキル

キャリアプラン

コンプライアンス・ハラスメント

その他

n=209n=328

※（１）で「実施している」「実施していないが、実施を検討している」と回答し
た211社のうち、この項目に回答した209社を100として集計

※「その他」の回答としては、「役割変化に対応するマインドセット」「ライフプ
ラン・マネープラン」などがあった

※60歳以降の社員（継続雇用社員含む）が対象



制度の拡充を予定
39.3%

現行の制度を維持
60.7%

n=168

33

２．高齢社員の教育・研修制度に関する今後の方針

※「制度の縮小を予定」の回答はなし



324n=

324n=

69.3%

55.4%

15.4%

15.1%

30.7%

44.6%

29.3%

30.2%

49.1%

50.0%

6.2%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年６月時点（法定雇用率2.3％）の

達成状況

2024年６月時点（法定雇用率2.5％）の

達成状況

2026年７月時点（法定雇用率2.7％予定）の

達成見通し

2027年６月時点（法定雇用率2.7％予定）の

達成見通し

達成した/すでに達成している 達成できなかった /達成見込み

達成できるか不明 達成は困難 n=328

69.3%

55.4%

30.7%

44.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年６月時点（法定雇用率2.3％）の

達成状況

2024年６月時点（法定雇用率2.5％）の

達成状況

34

１．2024年の改正前後における法定雇用率の達成状況と、今後の法定雇用率の
達成見通しについて

Ⅴ 障害者雇用

323n=

325n=

0% 20% 40% 60% 80% 100%

達成した/すでに達成している 達成できなかった /達成見込み

すでに達成している 達成見込み



方針変更の必要なし

（法定雇用率達成済）
27.2%

自社における

障害者採用数の純増
52.3%

新規特例子会社の活用
2.5%

障害者雇用支援

（代行）サービスの活用
6.2%

納付金により対応

（達成困難な場合）
7.1%

その他
4.6%

n=323

35

２．法定雇用率達成に向けた対応方針

※「その他」の回答としては、「自社採用の継続と特例子会社の活用を併用」などがあった



64.1%

65.9%

25.7%

44.2%

73.9%

84.4%

85.9%

64.9%

10.5%

0% 50% 100%

n=276

61.9%

70.6%

27.7%

45.7%

58.5%

73.7%

84.1%

50.5%

9.0%

0% 50% 100%

n=289

36

３．障害者の採用・定着に向けた取組み（あてはまるものすべて）

※「その他」の回答としては、共通の内容として「外部JOBコーチとの協力体制構築による支援」「入社後の定期ヒアリング」「モチベー
ション向上のための評価制度と処遇等の導入」などがあった

積極的な社員間コミュニケーションの促進

勤務時間や勤務形態への配慮
（リモートワーク、フレックス制度の導入など）

希望者へのキャリアアップ支援制度の導入

自己研鑽の補助・サポート

仕事の理解を助ける工夫
（作業指示の明確化、指示書の視覚化など）

業務における配慮
（工程の単純化、余裕のある納期指定など）

体調管理に関する配慮
（通院・服薬管理に関する配慮など）

人的支援（業務遂行を援助する者や
職業生活における相談員の配置など）

その他

65.7%

56.2%

21.9%

39.3%

79.8%

83.9%

77.3%

68.2%

10.3%

0% 50% 100%

n=242

身体障害者 知的障害者 精神障害者



17.7%

7.5%

49.0%

48.6%

55.1%

55.8%

8.5%

21.8%

5.4%

0% 20% 40% 60%

n=294

19.6%

6.6%

45.5%

57.0%

50.3%

54.5%

7.0%

8.4%

6.3%

0% 20% 40% 60%

n=286

37

※「その他」の回答としては、共通の内容として「社内の障害者の高齢化」「採用後に障害が進んだ場合の対応が困難」などがあった

４．障害者雇用の課題（３つまで）

募集に対し、対象地域の障害者数が少なく、
十分に採用できない

募集に対し、中央省庁や自治体との競合等により
応募が少なく、十分に採用できない

自社の雇用条件に合う人材が少ない・いない

社内に業務がない
（担当業務の切り出しができていない）

現場の受け入れ体制が整っていない
（設備面における不足、周囲の社員の理解不足）

日々の業務をサポートする人手が
足りない・いない

政府の支援策（助成金やコンサル支援など）が
不足している

採用後、定着しない

その他

身体障害者 知的障害者 精神障害者

51.3%

23.0%

51.7%

29.3%

41.0%

34.7%

6.0%

5.7%

6.0%

0% 20% 40% 60%

n=300
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１．新卒採用

Ⅵ 採用方法の多様化

※「その他」の回答としては、「原則一括採用だが、必要に応じて入社時期は柔軟に対応している」などがあった

（１）新卒採用で実施している採用方法（あてはまるものすべて）

83.2%

27.7%

16.5%

55.2%

30.8%

0.6%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一括採用

（入社時期を年１回設定）

通年採用

（入社時期を年に複数回設定している場合を含む）

ジョブ型採用

（職務内容を明確に定めて採用する方法）

職種別・コース別採用

リファラル採用

（社員から友人や知人などを推薦してもらう手法）

その他

新卒採用を行っていない

n=328



188n=

62n=

35n=

125n=

62n=

2n=

39

１．（２）実施中の新卒採用方法の今後の方向性

5.3%

11.3%

25.7%

15.2%

25.8%

50.0%

92.6%

87.1%

71.4%

83.2%

74.2%

50.0%

2.1%

1.6%

2.9%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一括採用

（入社時期を年１回設定）

通年採用

（入社時期を年に複数回設定している場合を含む）

ジョブ型採用

（職務内容を明確に定めて採用する方法）

職種別・コース別採用

リファラル採用

（社員から友人や知人などを推薦してもらう手法）

その他

採用割合を増やす 現行どおり運用する 採用割合を減らす

n=316

※「その他」の回答としては、「原則一括採用だが、必要に応じて入社時期は柔軟に対応している」などがあった
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２．経験者採用

（１）経験者採用で実施している採用方法（あてはまるものすべて）

44.2%

66.0%

69.6%

68.4%

4.6%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ジョブ型採用

職種別・コース別採用

カムバック採用

（貴社を退職した元社員を再度採用する方法）

リファラル採用

（社員から友人や知人などを推薦してもらう手法）

その他

経験者採用を行っていない

n=326

※「その他」の回答としては、「ダイレクトスカウトによる採用」「派遣社員からの正社員登用」などがあった



97n=

144n=

155n=

151n=

10n=

２．（２）実施中の経験者採用方法の今後の方向性

15.5%

14.6%

28.4%

35.1%

40.0%

84.5%

85.4%

71.6%

64.9%

60.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ジョブ型採用

職種別・コース別採用

カムバック採用

（貴社を退職した元社員を再度採用する方法）

リファラル採用

（社員から友人や知人などを推薦してもらう手法）

その他

採用割合を増やす 現行どおり運用する
n=324

※「採用割合を減らす」の回答はなし
※「その他」の回答としては、「ダイレクトスカウトによる採用」「派遣社員からの正社員登用」などがあった

41



採用している
38.1%

採用していない
58.2%

わからない

答えられない
3.7%

108n=

109n=

42

１．博士人材の採用有無と2023年度の採用内訳

Ⅶ 博士人材の採用・雇用状況

（１）採用有無 （２）採用内訳（2023年度）

22.2%

21.1%

66.7%

69.7%

7.4%

6.4%

1.8%

3.7%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新卒採用

経験者採用

0人 １～10人 11～20人 21～30人 31人以上

n=328

※（１）で「採用している」と回答した125社のうち、この項目に回答した117
社を100として集計



増えた
15.4%

変わらない
63.0%

減った
8.3%

わからない・答えられない
13.3%

n=324
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２．2022年度と2023年度の採用数比較



採用数を増やす予定
8.0%

採用数は現状を維持する予定
18.3%

現時点で未定
63.3%

採用しない予定
10.4%

n=327

44

３．今後２～３年程度先を見通した博士人材の採用方針・方向性

※「採用数を減らす予定」の回答はなし
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４．博士人材の採用・育成に向けた具体的な取組み（あてはまるものすべて）

105 

60 

56 

40 

24 

18 

7 

62 

20 

55 

48 

11 

122 

42 

11 

22 

11 

17 

11 

9 

1 

5 

5 

1 

4 

13 

116 

39 

0 20 40 60 80 100 120 140

現状の取組み 今後２～３年程度の間に予定している取組み

※今後２～３年程度の間に予定している取組みのうち「その他」「特になし」「博士人材は採用しない・採用する余地がない」以外の数値は、
現状の取組みとの重複回答を除いた数値（新たに取り組む予定とした企業のみ集計）

※「その他」の回答としては、「大学への直接訪問（交流会への参加）」などがあった

インターンシップの実施

配属先を確約した採用の実施

通年採用の実施

魅力的な処遇・報酬の提示

博士人材のキャリアパスの提示

求める博士人材像の対外発信

クロスアポイントメント制度の活用

大学との共同研究の推進

大学院教育プログラムへの参画

学会への参加

従業員の大学院派遣・進学支援

その他

特になし

博士人材は採用しない・採用する予定がない

（社）



強く感じている
36.2%

やや感じている
56.0%

あまり感じていない
5.9%

ほとんど感じていない
1.9%

n=323

46

１．活躍推進にあたっての課題の有無

Ⅷ 若年社員の活躍推進について
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２．（１）若年社員の活躍推進に向けて取り組んでいる施策（あてはまるものすべて）

※ 「その他」の回答としては、「早期抜擢制度の導入」などがあった

64.3%

84.2%

70.5%

81.7%

59.0%

73.0%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用方法の多様化

人事・賃金制度の見直し

キャリア形成施策の導入・拡充

能力開発・スキルアップ施策の導入・拡充

マネジメントの見直し

ワーク・ライフ・バランス支援施策の

導入・拡充

その他

n=322



9.4%

33.3%

18.7%

16.1%

7.9%

13.1%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40%

採用方法の多様化

人事・賃金制度の見直し

キャリア形成施策の導入・拡充

能力開発・スキルアップ施策の導入・拡充

マネジメントの見直し

ワーク・ライフ・バランス支援施策の

導入・拡充

その他

n=267

48

２．（２）若年社員の活躍推進に向けて取り組んでいる施策のうち、
最も効果のある施策

※ 「その他」の回答としては、「早期抜擢制度の導入」などがあった



7.8% 6.5% 27.7% 49.5% 7.5%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５日未満 ５日以上14日未満 14日以上30日未満

30日以上90日未満 90日以上183日未満 183日以上

n=307
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１．2023年の事業年度における男性社員の育児休業取得率・平均取得日数

（２）育児休業平均取得日数

（１）育児休業取得率

Ⅸ 両立支援

（育児休業を開始した者の数／在職中に配偶者が出産した男性の数）

13.8% 17.0% 22.6% 21.4% 15.4% 9.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0.0％以上20.0％未満 20.0％以上40.0％未満 40.0％以上60.0％未満

60.0％以上80.0％未満 80.0％以上100.0％未満 100.0％以上

n=318

平均値：55.4％
（前年度：46.0％）

平均値：45.3日
（前年度：37.0日）



実施している
25.5%

実施すべく、検討している
4.9%

社員からの相談を受けて

個別に対応している
26.8%

実施していない
40.9%

その他
1.8%

n=325
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２．障害児・医療的ケア児を育てる社員を対象とした支援の有無

※ 「その他」の回答としては「遠隔地居住勤務を認め、在宅を中心とした働き方・通勤に関する配慮を実施」などがあった
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３．障害児・医療的ケア児を育てる社員を対象とした支援の具体的な内容

※２．で「実施している」「実施すべく、検討している」と回答した99社が対象
※「その他」の回答としては、「『障害福祉サービス』の利用料補助」などがあった

79.8%

57.6%

45.5%

28.3%

45.5%

34.3%

47.5%

20.2%

39.4%

12.1%

45.5%

13.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

短時間勤務制度の対象年齢の引上げ・撤廃

（法定を上回る措置）

子の看護休暇制度の対象年齢の引上げ・撤廃、

日数の上乗せ、有給化（法定を上回る措置）

育児休業制度の対象年齢の引上げ・撤廃、

期間の延長、有給化（法定を上回る措置）

育児目的休暇制度の対象年齢の引上げ・撤廃、

日数の上乗せ

介護休業制度の期間の延長、有給化

（法定を上回る措置）

介護休暇制度の日数の上乗せ、有給化

（法定を上回る措置）

特別休暇等の付与

（積立年休の取得事由への追加等を含む）

労働日を短縮する制度の導入

（短日数勤務や週休３日制等）

障害児・医療的ケア児を育てる社員を

対象とした在宅勤務制度の導入

手当の支給

家事・育児支援サービス等の利用料の補助

その他

n=99



業務委託型・雇用型

ともに認めている
21.5%

業務委託型を認めている

（雇用型は認めていない）
26.1%

雇用型を認めている

（業務委託型は認めていない）
0.6%

現在は認めていないが、

認める方向で検討している
4.3%

認めていない
35.0%

その他
12.6%

n=326
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１．社員の副業・兼業の認可状況

Ⅹ 副業・兼業の推進

※ 「その他」の回答としては、「個別に可否を判断」などがあった
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２．推進に向けて実施している取組みや工夫（あてはまるものすべて）

※１．で「業務委託型・雇用型ともに認めている」「業務委託型を認めている（雇用型は認めていない）」「雇用型を認めている（業務
委託型は認めていない）」と回答した157社のうち、この項目に回答した156社を100として集計

※「その他」の回答としては、「副業従事細則を定め、運用している」などがあった

14.7%

13.5%

6.4%

3.8%

82.1%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営トップや人事部等からのメッセージの発信

社員の副業・兼業の事例共有（イントラネットで

の共有、経験者のネットワーキングの実施等）

副業・兼業の機会の提供

（他社との副業人材の相互受入れの実施等）

副業・兼業の求人情報の提供

（副業・兼業マッチングサービスの提供等）

社員の自主性・判断に一任

（特に実施していない）

その他

n=156



業務委託型・雇用型ともに

受け入れている
4.3% 業務委託型を受け入れている

（雇用型は受け入れていない）
9.8%

雇用型を受け入れている

（業務委託型は受け入れていない）
1.8%

現在受け入れていないが、

受け入れる方向で検討している
4.6%

受け入れていない
76.3%

その他
3.1%

n=325
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３．他社等からの副業・兼業者の受入れ状況

※ 「その他」の回答としては、「業務委託型については応募者のスキルを鑑み受入を検討する」などがあった
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４．副業・兼業者の受入れにより得られた効果（３つまで）

※３．で「業務委託型・雇用型ともに受け入れている」「業務委託型を受け入れている（雇用型は受け入れていない）」「雇用型を受け入
れている（業務委託型は受け入れていない）」と回答した52社のうち、この項目に回答した51社を100として集計

※「その他」の回答としては、「社内にはいない専門人材の確保」などがあった

43.1%

17.6%

21.6%

51.0%

62.7%

3.9%

9.8%

7.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

新規事業や製品・サービス開発の促進

業務の効率化（ＩＣＴの導入・活用等）

国内外の販路拡大、新規顧客との

人脈・関係づくり

副業・兼業者との協業による社員の

知見・スキルの向上

人材の確保

企業イメージや採用競争力の向上

開かれた組織風土づくり

その他

n=51
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